
静岡県告示第470号

静岡県私立高等学校等奨学給付金助成事業実施要綱（平成30年静岡県告示第479号）の一部を次のように改

正する。

令和６年６月28日

静 岡 県 知 事 鈴 木 康 友

改正前 改正後

第１ （略）

第２ 定義

(1)・(2) （略）

(3) 高等学校等専攻科 「高等学校等修学

支援事業費補助金（専攻科の生徒への修

学支援）の取扱いについて」の一部改正

について（令和４年４月１日付け３文科

初第2543号）に規定する高等学校等専攻

科（ただし、特別支援学校の専攻科を除

く。）をいう。

(4)～(6) （略）

第３ 対象者

(1)・(2) (略)

(3) 「児童福祉法による児童入所施設措費

等国庫負担金について」（平成11年４月

30日厚生省発児第86号厚生事務次官通

知）による措置費等の支弁対象となる高

校生等の保護者等にあっては、当該高校

生等について見学旅行費又は特別育成費

（母子生活支援施設の高校生等を除く。）

が措置されていないこと。

(4) ア・イ （略）

ウ 保護者等全員の支給を受けようと

する年度の道府県民税所得割及び市

町村民税所得割が非課税である世帯

で、当該世帯に扶養される兄弟姉妹

で２人目以降の通信制以外の高等学

校等に通う高校生等及び当該世帯に

扶養されている高校生等以外に15歳

（中学生を除く。）以上23歳未満の扶

第１ （略）

第２ 定義

(1)・(2) （略）

(3) 高等学校等専攻科 「高等学校等修学

支援事業費補助金（専攻科の生徒への修

学支援）の取扱いについて」の決定につ

いて（令和６年４月１日付け５文科初第

2372号）に規定する高等学校等専攻科

（ただし、特別支援学校の専攻科を除

く。）をいう。

(4)～(6) （略）

第３ 対象者

(1)・(2) (略)

(3) 「児童福祉法による児童入所施設措置

費等国庫負担金について」（令和５年５

月10日こ支家第47号）による措置費等の

支弁対象となる高校生等の保護者等にあ

っては、当該高校生等について見学旅行

費又は特別育成費（母子生活支援施設の

高校生等を除く。）が措置されていないこ

と。

(4) ア・イ （略）

ウ 保護者等全員の支給を受けようと

する年度の道府県民税所得割及び市

町村民税所得割が非課税である世帯

で、当該世帯に扶養されている兄弟

姉妹で２人目以降の通信制以外の高

等学校等に通う高校生等及び当該世

帯に扶養されている高校生等以外に

15歳（中学生を除く。）以上23歳未満



養されている兄弟姉妹がいる高校生

等が属するもの（ア又はイに規定す

る世帯を除く。）

第４ 給付金の年額

高校生等一人当たりの給付金の年額は、基

準日現在における世帯の区分、高等学校等の

種類及び課程等に応じ、次の表に定める額と

する。

第５ 給付金の申請

(1) 静岡県内に設置されている高等学校等

に在学している高校生等のいる保護者等

ア・イ (略)

ウ 第３(4)ウに規定する世帯について

の扶養されている兄弟姉妹がいる高

校生等が属するもの（ア又はイに規

定する世帯を除く。）

第４ 給付金の年額

(1) 高校生等一人当たりの給付金の年額

は、基準日現在における世帯の区分、高

等学校等の種類及び課程等に応じ、次の

表に定める額とする。

(2) 着用が義務づけられている制服が災害

等により喪失・毀損した場合であって、

再度、購入が必要である場合について

は、当該災害等につき１回に限り前号の

金額に次の表に定める金額を加算するこ

とができる。なお、制服が災害等により

喪失・毀損したことについては、罹災証

明書等により確認し、再度、制服の購入

が必要であることについては、高校生等

が通う高等学校等が「制服の再購入に係

る誓約書兼証明書」（別紙様式１）によ

り確認する。

第５ 給付金の申請

(1) 静岡県内に設置されている高等学校等

及び高等学校等専攻科に在学している高

校生等のいる保護者等

ア・イ (略)

ウ 第３(4)ウに規定する世帯について

世帯の区分

高等学校等の種類及び課程等

私立の通信制及

び高等学校等専

攻科以外

私立の通信制
私立の高等学

校等専攻科

（略）

生活保護

（生業扶助）

世帯でない

非課税世帯

第３(4)イに規

定する世帯
137,600円

52,100円 52,100円

第３(4)ウに規

定する世帯
152,000円

世帯の区分

高等学校等の種類及び課程等

私立の通信制及

び高等学校等専

攻科以外

私立の通信制
私立の高等学

校等専攻科

（略）

生活保護

（生業扶助）

世帯でない

非課税世帯

第３(4)イに規

定する世帯
142,600円

52,100円 52,100円

第３(4)ウに規

定する世帯
152,000円

区分 金額

制服の再購入に係る加算 81,000 円



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

は、当該世帯に扶養される高等学校等

に通う高校生等及び15歳（中学生を除

く。）以上23歳未満の扶養している子の

健康険証等の写し。ただし、国民健康

保険証の写しを添付する場合は、扶養

誓約書（様式第８号）。なお、通信制

の高等学校等に通う高校生等の世帯は

除く。

エ 第３(4)アに規定する世帯について

は、基準日現在の生業扶助の決定状況

が確認できる書類（様式第７号又は福

祉事務所等が発行した生活保護受給証

明書）

オ (略)

カ その他知事が必要と認める書類

(2) (略)

ア・イ (略)

ウ 第３(4)ウに規定する世帯について

は、当該世帯に扶養される高等学校等

に通う高校生等及び15歳（中学生を除

く。）以上23歳未満の扶養している子の

健康険証等の写し。ただし、国民健康

保険証の写しを添付する場合は、扶養

誓約書（様式第８号）。

エ～カ （略）

キ その他知事が必要と認める書類

は、当該世帯に扶養されている高等学

校等に通う高校生等及び15歳（中学生

を除く。）以上23歳未満の扶養されてい

る子がいることを証明する書類（扶養

誓約書（様式第８号））。なお、通信

制及び高等学校等専攻科に通う高校生

等の世帯は除く。

エ 第３(4)アに規定する世帯について

は、基準日現在の生業扶助の決定状況

が確認できる書類（様式第７号又は福

祉事務所等が発行した生活保護受給証

明書）ただし、高等学校等専攻科に通

う高校生等の世帯は除く。

オ (略)

カ 第４(2)に規定する制服の再購入に係

る加算を適用する場合、制服の再購入

に係る誓約書兼証明書（別紙様式１）

及び罹災証明書等

キ その他知事が必要と認める書類

(2) (略)

ア・イ (略)

ウ 第３(4)ウに規定する世帯について

は、当該世帯に扶養されている高等学

校等に通う高校生等及び15歳（中学生

を除く。）以上23歳未満の扶養されてい

る子がいることを証明する書類（扶養

誓約書（様式第８号））。

エ～カ （略）

キ 第４(2)に規定する制服の再購入に係

る加算を適用する場合、制服の再購入

に係る誓約書兼証明書（別紙様式１）

及び罹災証明書等

ク その他知事が必要と認める書類



様式第１号及び様式第１号-２を次のように改める。









様式第２号を次のように改める。



様式第５号を次のように改める。



様式第６号を次のように改める。



様式第８号を次のように改める。



様式第８号の次に次の別紙様式１を加える。



附 則

この告示は、令和６年７月１日から施行する。


